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アメリカ合衆国における障害のある子どもの教育権と個別教育計画
一 特殊教育関連サービスの提供に関する係争事例の検討 -
吉利 宗久 ･ 西村 典子* ･ 三好美津子* ･ 横内 理絵* ･ 益田 泰子*
浦池 聡子* 西 幸 代 *
アメリカ合衆国における特殊教育関連サービスの提供をめぐる係争事例を検討し,法制度
の実践的応用に伴う課題について明らかにすることを目的とした｡とりわけ,個別教育計画 
6227(53
EP)の記載内容とサービス提供の関係が議論された 2つの係争事例をとりあげた｡その
結果,事例における議論の主な背景要因として,①サービス提供を組織的に確立するための
学校システムの構築,②共通理解を深めるための関係者における連携の強化が課題となって
いた｡これらの課題を踏まえ,組織的な管理 ･支援体制を構成し,子どもに関わる全ての者
が適切に情報 ･理解を共有するための継続的な機会確保の必要性が示唆された｡ 
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Di ,及び四肢麻痔のための継続)489i T 1t t tsrcv aro. , 障害のある子どものための特殊学級に在籍する生徒
的な看護サービスの提供を争ったギヤレット裁判 に対して学校区による差別があったと指摘した｡申
し立てにおける主要な論点は,｢特殊学級の生徒がmmu yS Di i Gt tsrcv.h lcooitnCodsd R icear ap( arret 
 
不適切な管理の下,安全でない環境におかれていた1999のいずれも関連サービスの提供に関する範
囲と方法が争点となっている｡ すなわち,IEPの記 かどうか｣(論点 1),｢特殊学級の生徒は,IEPに
載内容の実際的な履行がアメリカ合衆国の特殊教育 記載のない不適切な懲戒を受けさせ られたかどう
における一つの課題ともなっている｡ か,そして物理的な制約や他の生徒との間の差別,
そこで,本稿では,アメリカ合衆国における障害 支援者がいないままに放置されるようなことがあっ
)F.,
Iたのかどうか｣(論点 2),｢EPによって要求され者教育に関する裁判事例を採録した ｢障害者教育法
事例 報 告 集｣(
nLw R teporaiod tucaE
swih Di bsatd luaiivIdn itesili ている理学療法や言語サービスを特殊学級に在籍す
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係争事例を取り上げ,その報告原文に基づいて論点 の 3点にあった｡ 
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対応が不十分であることが指摘 された｡ 判断は 重篤さにかかわらず,障害のある生徒のために 
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OCRは,少なくとも504条項で要求されている程度
のFAPEを提供することを公教育システムに要求し
ている｡
調査報告によれば,原告は,学校生活においてキ
ャンパスの特殊学級,あるいは他のエリアで不適当
な教育的な対応があったと主張した｡例えば,(手足
を傷つけられた生徒,②車椅子からすべった生徒,
③車椅子が他の生徒のところへぶつかり足をけがし
た生徒,④体育の時間に押されていた車椅子がひっ
くり返った生徒,⑤転倒し床に倒れた生徒,そして,
･⑥クラス担任にぶつかられた生徒,など具体的な事
例が挙げられた｡これらの具体的な出来事は,申し
立てによると2001年9月から2002年 9月の間に起
こったとされた｡
これに対して,学校区は,具体的な出来事に関す
る事項を再調査した｡(も ｢他の生徒の車椅子を押し
た生徒がいたこと｣の出来事はさておき,具体的な
出来事を取り巻く情報によると,不適当な管理やふ
さわしくない懲戒の結果として,それらが発生した
という事実は認められなかった｡クラス担任が生徒
にぶつかった出来事は,学校区が適切なやり方で迅
速に調査し,教師が生徒にぶつかっていないという
事実が明らかにされた｡
加えて,具体的な出来事が議論された上で,原告
もまた,特殊学級における管理の妥当性と対応の適
切性について問題を提起した｡例えば,原告の主張
として ｢生徒は,騒がしいために,分離されたり,
対応されなかったり,拘束されたり,教師に大声を
あげられたり,教師が宿題を与えるときには,教育
エイドによって対応されるばかりで,それは十分で
はなかった｣というものである｡
しかしながら,原告及び学校区以外の証人は,こ
れらの主張を支持しなかった｡ある保護者は,イン
タビューに対して,クラスの教師やエイドに安全性
の問題やクラスの管理欠如はないと回答した｡生徒
が,もし何らかの妨害行動を引き起こしていたら,
学級から分離されたかもしれないけれども,それで
も大人が生徒に対応したことに間違いがないという
ことを指摘した｡これらと同様の原告による主張は,
学校区による調査からも確認されることはなかっ
た｡ただし,学校区は,そのような出来事や状況に
ついて両親との間でコミュニケーション問題がある
ことを認め,改善を図ることとなった｡すなわち,
原告の主張を支持する証拠が不十分であり,特殊学
級に在籍する生徒が,不適当な対応によってFAPE
を与えられなかったということは立証されなかっ
た｡ゆえに,OCRは,論点 1及び論点 2に関して
は504条項とタイトルⅡを遵守していると判断し
た｡今後,ocRによる専門的な指導のもと,対応
に関する情報提供や一貫した手順を整えることが求
められることになった｡
論点 3に関して,原告のIEPは,理学療法や言語
サービスといった関連サービスを含んでおり,教育
ニーズを満たすために計画されたFAPEの提供を求
めていた｡特殊学級に在籍する数人の生徒は,IEP
に言語サービスを含んでいた｡学校区のスタッフは,
言語療法士が人員不足だったことを確認した｡また,
学校区は,この生徒たちが IEPに要求された期間や
頻度に基づいてサービスを受けたことを証明するこ
とができなかった｡学校区は,IEPに示された条件
の実施に関して,言語療法士によるサービス提供を
チェックするためのシステムを備えていなかった｡
学校区の証拠書類によれば,関連サービスが IEPに
従って提供されることになっており,その実施に対
する責任があったことが示されていた｡この責任に
ついて,誰も認識がなかった｡そして,いずれも支
援の提供状況をチェックする手段を持っていなかっ
た｡
学校区のスタッフによれば,個別の言語サービス
は生徒のニーズにかかわらず,全体として利用でき
ない状態にあった｡学校区は通常,特殊教育の生徒
が学習するためには,言語療法士は教師とエイドを
訓練したコンサルテーション･モデルのみのサービ
スに制限していた｡学校区は調査中に追加的に言語
療法士を雇ったものの,実際に生徒が必要とする 
IEPに反して,言語療法士の人数をチェックするた
めのシステムを持たなかったために,生徒のニーズ
を満たすために十分な言語療法士を雇用しているか
どうかを判断することができなかった｡その結果,
学校区が生徒の個々のニーズを考慮せず,サービス
も行なわなかったために,現在のスタッフが不的確
な人数であったと判断された｡
言語サービスに関して,証拠の検討を通して,学
校区が特殊学級に在籍する生徒のモニタリングシス
テムを欠いていたので,IEPで要求された言語サー
ビスの回数と時間を確認することができなかったこ
とが立証された｡それは,学校区がスタッフ不足に
基づいてサービスを制限した際,個々の生徒のニー
ズを考慮に入れなかったということであった｡加え
て,証拠は,こうした問題がこの高等学校に限った
ことではなく,学校区全体にいる言語障害のある生
徒にも影響を与えるものであったことを明らかにし
た｡ したがって,OCRは,言語サービスを必要と
する障害のある生徒にFAPEが提供されなかったと
いう点について,504条項とタイトルⅠⅠの要求に違
反するとの判定を下した｡ 
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さらに,何人かの特殊学級に在籍する生徒は,哩
学療法サービスを記載したIEPを有していた｡しか
し.CCSによって提供されたものを除いて,それら
のサービスは提供されなかった｡学校区は,この生
徒たちが,IEPに示された期間と回数によって,理
学療法サービスを受けたという証拠を提示すること
もできなかった｡そして,適切にチェックするシス
テムがなかったことが明らかにされたのである｡ 
CCSは,医学的に必要であると認められた生徒に
対してのみサービスを提供する｡ しかし,学校区は,
教育プログラムにおける理学療法サービスを提供し
なかった｡CCSのスタッフは,医学的に必要な理学
療法サービスに関するCCSの決定について報告す
る以外は,IEPチームのミーティングに参加しない
実態があった｡教育的な理学療法の提供や,生徒の
評価は,学校区あるいは特殊教育ローカルプランエ
リア (SpecialEducationLocalPlanArea,SELPA)
が担当していた｡それにもかかわらず,学校区はス
タッフとして理学療法士を雇用しておらず,理学療
法を必要とする生徒を評価したり,サービスを提供
することもしなかった｡学校区は,CCSとは協力関
係にあったが,これらの生徒たちを評価したりサー
ビスしたりするための SELPAとの協力体制を整え
ていなかったのである｡
さらに,理学療法サービスに関する証拠は,学校
区が特殊学級に在籍する生徒に対するチェック機能
の不備のためにIEPによって要求されたcCSの理学
療法サービスの回数と期間を確認することができな
かったことを示した｡また,評価とサービスをCCS
によって医学的に必要であると考えられたものに制
限した時,特殊学級に在籍する生徒のニーズを考慮
に入れなかったということを立証した｡さらに証拠
は,学校区全体において,理学療法サービスが必要
と思われるすべての生徒に影響が認められ,それが
不履行であったと指摘した｡これらの理由のために,
学校区全体で理学療法サービスが,それを必要とす
る障害のある生徒に対して提供されたことを確認で
きなかったために,OCRは学校区が 504条項とタイ
トルⅢを遵守していないと判断を下した｡ 
4)結論
これらのことから,論点 l及び 2に関しては,
 
504条項とタイトル Ⅱ,それら施行規則を違反して

いるとは判断されなかった｡しかしながら,論点 3

は504条項とタイトルⅡに対する違反があったと判

断された｡論点 3について,504条項とタイトル Ⅱ

を学校区が遵守するための同意手続きを完了したか

どうか , OCRはチェックする予定が示 された ｡
 
ocRはこの報告書の日付で,申し立てに対する調

査を終了した｡
日.カリフォルニア州南パサデナ統一学校区におけ
る事例 
1)概要
本事例 (SouthPasadena (CA) Unifiedschool 
District,40IDELR48 (OCR2003))では,カリフォ
ルニア州南パサデナ統一学校区が,リハビリテーシ
ョン法 504条項に定められたFAPEの提供に関する
違反をしていたか否かが議論された｡ 作業療法士 
(occupationaltherapist)のサポー トを必要とする
特異的学習障害のある生徒が,転校前のIEPから転
校後の IEPが作成されるまでの 11ケ月間,作業療
法士によるサポートを受けていなかった｡学校区は,
彼を法的に救済するための補償的な作業療法士が必
要であるかどうかを判定し,必要であれば,IEPを
作業療法士の対応を含むものに修正するということ
に同意した｡また,カリフォルニア州サンフランシ
スコ西部地区における公民権局 (OCR)は,学校区
が生徒に過度の懲罰を課し,彼のIEPが適切に実施
されるのを妨げたという訴えを退けた｡休み時間や
昼食時間に彼が級友と交流することを学校区が認め
なかった,という訴えを支持する事実も見当たらな
かった｡生徒は,級友と休み時間や昼食時間を共有
していた｡やり残した課題がある時には,他の生徒
同様,休み時間や昼食時間の間にその課題に従事し
ていた｡本報告は,2003年5月23日に決定された｡ 
2)経緯
アメリカ連邦教育省の OCRは,南パサデナ統一
学区に対 して提起された訴えについて調査を行っ
た｡原告は,学校区が息子 (生徒)に対して,彼の
障害 (特異的学習障害)を根拠に差別をした,と主
張した｡ OCRの調査事項は,｢IEPで必要とされた
作業療法のサービスを2002年9月から2003年2月ま
で提供しなかったことは,学校区が FAPEを生徒に
認めなかったと言えるのかどうか｣(論点 日 ,｢学
校区が,IEPに記載された生徒の行動上の権利を侵
したのかどうか｣(論点 2),｢学校区は生徒に,休
憩時間や昼食時間に他の生徒とかかわりをもつ機会
を与えないこと,また課題を完了できていない時に,
彼を昼食時間に休憩させないあるいは外で遊ばせな
いことで FAPEを認めなかったのか｣(論点 3)で
ある｡ 
ocRは,リハビリテーション法 504条項の根拠と
施行規則をもとに訴えを調査した｡504条項は,逮
邦の財政援助機関によるプログラムと活動が,障害
に基づ く差別を禁じている｡ OCRもまた,アメリ
カ障害者法のタイトルⅡに明示された司法権を持つ 
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機関である｡ OCRは,訴えについて,生徒の担任,
他の学校区,学校の被雇用者へのインタビューから
証拠を収集した｡ocRは,学校区と原告によって
出された書類と記録も検討した｡ 
ocRは,論点 1において,学校区が 504条項とタ
イトルⅢにおける責任を果たしていない,という結
論を出した｡学校区は,この訴訟問題に関する改善
に同意した｡ocRは,論点 2と論点 3に関しては,
学校区が 504条項及びタイトルⅢを遵守していると
結論付けた｡ 
3)裁定の理由
論点 1に関連して,障害のある生徒に,障害の状
態や程度によらず,個々に応じた FAPEを提供する
ことを学校区に求めている 504条項 (34C.F.R§ 
104.33(a))は,障害を学習と同じく ｢日常生活の大
部分において実質的に身体的あるいは精神的な制約
を与えるもの｣と定義している｡ FAPEは,通常数
育あるいは特殊教育から成り立ち,障害のない生徒
のニーズと同等に,障害のある生徒個々のニーズに
応じて計画されるサービスに関連している｡ また,
タイトルⅢ規定についても,ocRは,504条項と同
程度にFAPEを提供することを要求するものである
と解釈した｡ 
2002年 9月,アロヨビスタ (ArroyoVista)初等
学校に,2002年 4月に作成されたIEPを持つ生徒が
入学した｡IEPには,種々のサービスの必要性が記
載されていた｡作業療法サービスは,過に 1-2回, 
60分与えられるべ きとされていた ｡ 学校区は, 
2002年9月24日にIEPチームのミーティングを開い
た｡IEPチームは,その IEPは生徒の障害に合致し
ないと判断した｡生徒の障害の特性に関するアセス
メントと,彼が必要としたサービスには食い違いが
あった｡チームは,生徒を複数の領域からアセスメ
ントすることを勧めた｡ しかしながら,学校区は,
生徒が作業療法サービスを必要としたことと,新し
い作業療法のためのアセスメントが求められなかっ
たことについては議論 しなかった｡ 2002年 10月,
学校区は,非公的機関を通して,生徒-の作業療法
サービスについて言及した｡それにも関わらず,坐
徒は作業療法サービスを受けることはなかった｡そ
の理由は明らかでなかった｡学校区は,原告がサー
ビスを調整したのだと述べた｡ 
IEPチームの ミー ティングは,2002年 11月 19日
に開催された｡IEPチームは,サービスを始めるた
めに適切な診療所と学校区が契約したにもかかわら
ず,作業療法サービスが提供されていなかったと認
めた｡IEPチームは,生徒の両親に彼のニーズを再
アセスメントするために新しい作業療法の評価を考
慮することを勧めた｡しかしながら,学校区は,そ
の時に新しいIEPを作成しなかった｡結局,2002年 
4月時点のIEPを有効とした｡フォローアップとし
て,IEPチームは 2003年 1月 19日にミーティング
を予定した｡
原告は,2003年 1月 6日にアセスメント実施計画
に同意した｡ 生徒は,2003年の 1月と 2月の間に
アセスメントを受けた｡2003年 3月 10日,学校区
は生徒に作業療法サービスの提供を開始した｡OCR
は,生徒の IEPが要求したサービスの提供をしなか
ったことの根拠を立証した｡2002年 4月 5日に作
成された生徒のIEPは,作業療法サービスを義務付
けた｡学校区と原告との間に意見の相違と,コミュ
ニケーション不足があったために,新しいIEPは作
成されず,結果として 2002年 4月の IEPが継続さ
れた｡IEPチームは,非公的機関-生徒についての
問い合わせを行ったが,学校区は2003年 3月まで,
サービスが提供されたということを認めなかった｡
それゆえ,ocRは,学校区が m PEを提供する責任
を負うという504条項に応じていないと判断した｡
学校区は生徒が補償となる作業療法サービスを必要
としているのかどうかを判断し,もし必要であると
判断されればIEPを修正する,と決定した｡
論点 2について,学校区における彼の在籍登録は,
第2学年のフルインクルージョン学級である｡ 生徒
は,級友との円滑な関係づくりややりとりをするこ
とに困難がある｡2002年 4月 5日に作成されたIEP
は,生徒の好ましい行動が何であるかを考えるため
の要素とガイドラインを記述した｡証拠は,生徒の
担任とエイドが,好ましくない行動に焦点を当てた
肯定的インターベンションと否定的インターベンシ
ョンを生徒に行ったということを示した｡しかしな
がら,生徒の記録は,過度な懲戒を彼に与えたり, 
2002年から2003年の学校年の間,サービスが中断
されることはなかったことを示した｡また証拠は,
学校が生徒の行動に対して公式な懲戒をしたことを
立証できないことが明らかにされ,それゆえ原告の
主張を支持 しなかった｡ そして,OCRは,この間
題に対して学校区が 504条項とタイトルⅡに違反し
ていないと判断した｡
加えて,論点 3について,504条項は,障害のあ
る生徒が適切な範囲内で,ニーズに応じ最大限に障
害のない生徒と一緒に教育されるべきであると述べ
ている (4.. 0.4a))｡3CFR§143( また,教科外や課
外のサービスや活動を提供するうえでも,学校区は
障害のある生徒に,適切な範囲内で,必要なニーズ
に応じ最大限そのような活動やサービスを障害のな
い生徒と一緒に参加できるようにすることを保障し 
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